
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,283 諸収入 0 

計 22,530 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 22,530 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 50,833 

要求額 22,530 

総務部長段階査定額 22,530 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　原油価格や物価の高騰が続き、光熱費等の価格の高騰が続いている。低所得者世帯の生 
活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急な対策が必要とされる。　 

【事業の目的及び効果】 
　原油価格・物価高騰対策の一つとして低所得者に対する光熱費の支援を行うことにより
 、生活の一助とする。  

【事業の内容】 
・対象者　　市が生活困窮世帯として認める世帯(児童扶養手当受給世帯)  
　　　　　　1,482世帯(児童扶養手当全部支給停止世帯及び生活保護受給世帯除く) 

・助成経費　光熱費(上限額15,000円/世帯)  

・財源　　　県：原油価格高騰に係る生活困窮世帯支援補助金（1/2）　11,115千円
　　　　　　国：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　　9,132千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 20,247 0 

家００１ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（児童扶養手当受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費（原油価格・物価高騰対策） ページ 35 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R5

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 25,171 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 25,171 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 232,976 

要求額 25,184 

総務部長段階査定額 25,171 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　令和５年３月22日に「物価・賃金・生活総合対策本部」において、物価高騰に直面し、
そ の影響を受ける方への支援として、低所得の子育て世帯へ特別給付金を支給することが
３ 月28日閣議決定された。 

【事業の目的及び効果】 
　食費等の物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対し、特別給付金を支給すること 
により、その実情を踏まえた生活の支援を行う。 

【事業の内容】 
　低所得の子育て世帯に対し、児童一人当たり５万円の特別給付金を支給する。 

　対象 
　①低所得のひとり親世帯 
　　児童扶養手当受給者（支給済） 
　　公的年金受給者及び家計急変者（既決予算で随時支給） 
　②・令和４年度その他世帯分給付金受給者（支給済） 
　　・令和５年度住民税均等割非課税の子育て世帯のうち、令和５年４月分児童手当受給 
　　　世帯分（９月補正分）＠50,000円×501人分 
　　・家計急変者（既決予算で随時支給） 

　財源：国費10/10

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 25,171 0 

家００２ 項　　目　　名 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費

予算書項目 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費 ページ 37 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R5



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 17,622 諸収入 0 

計 17,622 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 17,622 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 585,908 

要求額 19,849 

総務部長段階査定額 17,622 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　豊実保育園と倉田保育園は建築から40年以上経過し、施設の老朽化が進行しており、現 
地で建替えることとなった。 
　令和４年度に設計施工一括発注方式で事業者を選定し、基本設計業務を実施した。 

【事業の目的及び効果】 
　新園舎に整備する保育用品等を購入し、新園舎での保育業務開始に備える。 

【事業の内容】 
　豊実保育園改築事業（令和６年３月新園舎へ引越予定） 
　　保育用品、事務用品、調理器具等購入 
　　現園舎備品等廃棄物処分業務委託 
　　防犯カメラ、無線ＬＡＮアクセスポイント等移設
　倉田保育園改築事業（令和６年２月新園舎へ引越予定） 
　　保育用品、事務用品、調理器具等購入 
　　現園舎備品等廃棄物処分業務委託
　　防犯カメラ、無線ＬＡＮアクセスポイント等移設

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００３ 項　　目　　名 豊実保育園・倉田保育園改築事業費

予算書項目 保育園施設整備費 ページ 37 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
幼児保育課年度 R5

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,680 諸収入 0 

計 2,520 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,520 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 2,520 

総務部長段階査定額 2,520 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　保育の質の向上のためには、保育士の人材確保が喫緊の課題であり、その策の一つとし 
て現場の負担軽減など図り、働きやすい環境づくりが求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の保育施設での使用済みおむつの処分に係る経費を支援する事で、臭い等の衛生面 
での管理や施設内の保管スペースを確保出来るなど、保育環境の改善を図る。 

【事業の内容】 
　おむつの処分に必要なごみ箱の購入費を支援。 

　〇支援対象園 
　　市立保育園22園、公設民営保育園1園、私立保育園16園、認定こども園16園 
　　小規模保育園12園　計67園 
　〇支援額　　全額 
　〇財　源　　国1/3

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 840 0 

家００４ 項　　目　　名 保育環境改善等事業費

予算書項目 保育環境改善等事業費 ページ 37 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
幼児保育課年度 R5



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,350 諸収入 0 

計 1,350 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,350 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 1,350 

総務部長段階査定額 1,350 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】 
　国・県支出金等の実績報告に伴う返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
【事業の内容】
　重層的支援体制整備事業交付金返還金
　　地域子育て支援拠点事業（国）675千円（県）675千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００５ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 37 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
幼児保育課年度 R5

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,230 諸収入 0 

計 936 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 936 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 5,751 

要求額 1,101 

総務部長段階査定額 936 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122  

【１１次総の施策体系】1101  

【事業の経過及び背景】  
　ヤングケアラーは、子どもたちが年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負 
うことで、本人の育ちや教育に影響があるといった 課題があるが、家庭内のデリケート
な問題、本人や家族に自覚がないといった理由から、支援が必要であっても表面化しにく 
い構造となっている。 

【事業の目的及び効果】  
　ヤングケアラーに対しては、様々な分野が連携したアウトリーチによる支援が重要であ 
り、教育機関をはじめ、要保護児童対策地域協議会（要対協）を中心とした連携の強化を
進め、早期発見と必要な支援につなげていく。 

【事業の内容】  
・ヤングケアラー・コーディネーターが児童相談システムを使用するための専用端末の設
　置（２台）
・国の予算確定による財源更正（補助率　10/10→2/3）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 △ 1,294 0 

家００６ 項　　目　　名 ヤングケアラー支援事業費

予算書項目 ヤングケアラー支援事業費 ページ 37 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭相談センター年度 R5



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 1,000 0 

一般財源 0 諸収入 1,000 

計 1,000 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,000 0 

児童福祉費

目 知的障害児通園施設費

補正前額 26,094 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

一般会計 【問合せ先】発達支援係 0857-30-8561 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　発達支援の必要な幼児の通園施設である児童発達支援センター「若草学園」を管理・運
営している。
　施設において、一人ひとりの発達に応じた集団または個別での療育を行っているが、現
在、大型遊具は老朽化により撤去したままとなっているため、新たな大型遊具を設置する
もの。

【事業の目的及び効果】 
　修繕困難な大型遊具を園児の安全確保のため撤去したが、その後新しい遊具の更新はで
きていない。若草学園の子ども達にとっては、感覚運動体験が脳の発達に必要不可欠であ
るため、療育に期待される効果的な大型遊具を設置する。
　また、財源として公益財団法人ライフスポーツ財団の令和５年度子ども活動支援金が交
付決定となったため、支援金を購入費用に活用する。

【事業の内容・実績】 
　若草学園園庭に大型遊具を設置する。

　※その他財源の諸収入は、子ども活動支援金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００７ 項　　目　　名 若草学園管理運営費

予算書項目 市立若草学園運営費 ページ 39 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども発達支援センター年度 R5


